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21 世紀に入り，アジアは急速に変わりつつある。

これは特に二点について言える。その一つはアジア

における富と力の分布の急速な変化である。2000

年には，日本経済は，中国，韓国，台湾，香港，ア

セアン 10，インド，オーストラリア，ニュージー

ランド，この全ての経済を合わせたより大きかっ

た。2015 年には，中国の経済規模は，日本，韓国，
台湾，香港，アセアン 10，インド，オーストラリア，
ニュージーランドを合わせたより大きくなった。こ

れに応じて中国の軍事費も拡大した。1989 年，中

国の軍事費はアメリカのそれの 3.3％だった。それ

が 2014 年には 33％になった。中国の軍事費がこれ

からも年７％で伸びれば，2020 年代半ばには米国

のそれと拮抗するようになる。

こうした「パワー・シフト」に直面して，米国

は，アジア太平洋に傾斜した軍事力の配備，同盟国・

パートナー国との政治的連携，TPP 推進を基本と

する「リバランシング（アジア重視）」で対応して

いる。日本もこれに呼応して，TPP に参加，パー

トナー国との安全保障協力強化とともに，インフラ

輸出を推進している。一方，中国は，習近平の「中

国の夢」達成のために，軍事力を増強し，「一帯一

路」の経済協力で米国の「リバランシング」に対抗

している。この結果，国際関係の基調は地域協力か

らバランシングに移行し，地域の枠組みも東アジア

（西太平洋）から，太平洋からインド洋に至る「イ

ンド・太平洋」に拡大している。

もう一つはアジア諸国における生活水準の向上で

ある。2004 年の一人当たり実質国民所得を 100 と

すると，2014 年には中国で 246，インドで 181，イ

ンドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポー

ル，タイ，ベトナムで 130 － 165 となった。これは，
別言すれば，これらの国の人たちは自分たちの生活

はこれからもどんどん良くなる，子供たちの生活は

自分たちよりずっと良くなると考えているというこ

とである。格差が次第に拡大する中，これらの国々

の政府にとって，この期待に応えることはきわめて

重要である。そのためにはこれからも高い経済成長

を維持するしかない。

では，いかにして高成長を達成するか。東アジア

で「中所得国の罠」が注目され，その処方箋として，
インフラ整備，人材育成，包括的成長（またはソー

シャル・セーフティ・ネット整備）が提唱されるの

はそのためである。しかし，今日のように，資本が

国境を越えて自由に移動し，グローバル・バリュー・

チェーン（生産ネットワーク）が国境を越えて展開

する時代，「一帯一路」に乗ってインフラ資金を中

国から導入するか，日本に頼るか，高速鉄道建設の

パートナーに日本を選ぶか，中国を選ぶか，TPP

に参加するか，こうした選択は，日米との安全保障

協力，中国との共同軍事演習，南シナ海領有権問題

への姿勢などとともに，国内政治的にも国際政治的

にも大きな意義を持つ。東アジアの中長期的動向は

この地域の国々がこうした問題にどう対応するかで

大きく決まる。
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